
//毎」記
第 1号様式 (第11条、第13条、第14条関係)

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 変 更) ン'P

にあっては、

ダイヤモンドシティ 代 表取締役 鯛  洋

「特記事項」には、平成2年度 (1990年 度)を基準とした排出波の対比やエネルギー原単位COカ ト出窪、省エネ製品開発など他者の混宣効果
′ス俳山肖じ滅への貢献 グ ノーン嗣産の採用、特定フ●ンなどの条例指定外の温室効果〃スの削減などを記入してください。

と 1該 当する口には、レ印を記入してください。特定事業者以外て白主参力0される喜業者の方は、レ印の記入は不要でえ

2「 基準年度」とは計画期間の前年度を、 「目標年度Jと は計画期間の最終年度をいいます。

3「 事業所尊'F出区分Jと は、京都府内の事業所年の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果ノスを、 「輸送車両排出区分Jと
は、自動車運送事業者については使用の本拠の位置を京都府内とする草両の排出する温皇効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物車両又
は旅客車両の排出する温宣効果ガスを 「その他排出区分」とは 上 記以外の京都府内における事業所事の事業活動に件い発生する温宣効果ノス
をいいます。
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特定事美者の
主たる業種

不動産賃貸業

該当する軍美
者要件

Y昼電得普緊麟 例把5号
則第10条第1号該当事業者(大規模エネルギー使用事業者(原泊に換

r層梨質瑞喬銀姪と,a秀粂烈空観響〕曇ツ後籍舗跳需露
当事業者(大規模運送事業者(トランク又

戸皇薯早聖醸尼擬螢摺霞窒留警年掃岳1晨九足台竿
号該当事業者(その他の温室効果ガスの大規模排出事

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成 2 0  年 3 月

基 本 方 針 省エネ、省資源の推進、グリーン購入の積極的推進、環境マネージメン トシステム導入により年 16/6以上
のC02肖 」滅を目指す。

推 進 体 根 賛劣ヤ■―を長 とするISO雄連体制を地球温暖化対策にスライ ドさせ、毎月の準捗管理システムを標築する。 くIS014001 317年 取各 >

年度 ことの具

体的な取組及
び措置

年 度 設備 、対象、工程 4 E l 画内 容

18～ 19 空調設備 奎師フインターの18新など効率的な運転の為の点検、保守管理を実施する。

照 明 本ックャードの不使用部分の消灯徹底を実施

18～ 19 熱涙設備 受Ft段憶、COP督 客により劾率的な運転実施を指示する。定期的な実績報告会を開催する。

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基準年度 (冥積 )

(17)年 度
〈二酸化炭素換算 〈t))

日宗午慶 (計四,

(19)年 度
(二函ヒ炭素換算 〈1))

自U販軍

(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 3,212 t 3,058  t -48 %

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排 出区分 t t %

排出合計 ■]               31212  t Ⅲ2             3,058 t -48 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取 池 重 等 (二醐 ヒ炭素換算 くt

森林の保全及び整備 (整備面積) (吸収量) t

府内匿の本材 の利用 (利用i) m・ (削減詢 t

自然エネルギーを利用 した電
力又ほ熱の供給

(売電重) kwh (削減重) t

〈熱供給二) 6J (削減曇) t

グ ツーン電力の購入 〈態入二) k■b (削減な) t

削減量等合計 t

差引排出量

(排出合計一削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

3 212  t ●0)‐lt3)          3,058  t -4 8 %

特 記 事 事 グワーン調達品の拡大を凶る
年 1回 に育村祭開催に伴 う、植樹活動
共用部 (後方部分)の 照明点灯時間、空調運転時間の見直しを行ない更なる消費電力の削減を図る
テナントヘの節電、ゴミ減量化等の啓蒙活動を実施
当ショッピングセンターは、受託設備 (氷蓄熱設備)に よる深夜電力を蓄積生産しています。

連 絡 先 担 当 部 暑

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号

4

ノ

には、平成2年度 (1990年 度)を基準とした排出波の対比やエネルギー原単位COカ ト出窪、省エネ製品'
への貢献 グ ノーン嗣産の採用、特定フ●ンなどの条例指定外の温室効果〃スの削減などを記入してください


